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Abstract : To reduce salt intake of the population, it is important not only to raise people’s awareness of the need to 

reduce salt intake but also to reduce the salt content in food products. This study aimed to develop a simulation 

model for salt reduction at a national level. The model combined three sets of a pair of stocks and a flow between 

them. The people’s awareness subsystem consisted of stocks of people who are not aware of and who are aware of 

the need to reduce salt intake and the flow of becoming aware of the need. The people’s taste for salt subsystem 

consisted of stocks of people with strong and weak tastes for salt and a flow of change toward a weak taste for salt. 

A food product subsystem consisted of stocks of products with high and low salt contents and a flow of change 

toward low-salt products. To estimate the average salt intake of the population, selections of high-salt food by 

people with a strong taste for salt and low-salt food by people with a weak taste for salt were provided by look-up 

functions. To lower the average salt intake of the population, it is crucial that people with a strong taste for salt 

select products with low salt content earlier. 

 

キーワード：減塩、食塩摂取量、食品、食塩含有量、食品の選択 

 

要旨：国民の食塩摂取量を減少させるには、人々が減塩の必要性に気づくだけでなく、食品の食塩含有量を減少

させることが重要である。本研究は、国家レベルの減塩のシミュレーションモデルを開発することを目的とした。

本モデルでは、一対のストックとその間のフローからなる三つの系を結合させた。減塩の自覚系は、減塩の必要

性を自覚していない者と自覚している者の各ストックと必要性を自覚するフローから構成した。塩分の味覚系は、

塩分の味覚が濃い者と味覚が薄い者の各ストックと薄味の味覚へのフローから構成した。食品の塩分系は、塩分

の濃い食品と薄い食品の各ストックと塩分の薄い食品へのフローから構成した。国民の平均食塩摂取量を推定す

るため、塩分の味覚が濃い者による塩分の濃い食品の選択および塩分の味覚が薄い者による塩分の薄い食品の選

択を表関数で与えた。その結果、国民の平均食塩摂取量を低下させるには、塩分の味覚が濃い者に塩分の薄い食

品を早期に選択させることが重要であることが明らかとなった。 

 

１．はじめに 

１．１ 国家レベルでの減塩の必要性 

日本人の食塩摂取量の平均値は近年低下傾向にあるものの、依然として成人で1日当たり10gを超えており（図

1）[1]、世界保健機関（WHO）が目標として掲げる 5g の約 2 倍である[2]。日本人の摂取エネルギーの平均値も

70 歳以上を除くすべての年齢階級で男女とも減少傾向にあるため[3]、日本人の塩分に対する味覚自体には大き

な変化は生じていないものと考えられる。今後、食塩摂取量を

WHO の目標まで半減するには、エネルギー摂取量を半減するこ

とは現実的ではなく、日本人の塩分の味覚を薄味に変化させる

必要がある。 

食塩の摂取源について日本と英国を比較した研究によると、

日本ではしょうゆや調味料としての食塩など、調理中あるいは

食卓で加えられる食塩と漬け物や魚など加工食品に含まれる食

塩の両者の割合が高く、英国ではパン、シリアル、加工された

肉、野菜など加工食品の割合が高い[4]．そのため、英国では

2005 年に食品基準庁(Food Standard Agency: FSA)が発表した

戦略プラン 2005－2010 において、2010 年までに平均食塩摂取

図1 食塩摂取量の平均値（成人1日当たり）の 

推移（国民健康・栄養調査） 
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量を1日6gにするため、食卓・調理における食塩と、食品企業が添加する食塩をそれぞれ40％削減する目標が

設定され、企業は消費者に味の変化を気づかれないよう1～2年で10～20％を削減することが求められた[5]。日

本では、2012年7月に公表され、食塩摂取量については2022年の目標を8gに定めた「21世紀における第二次国

民健康づくり運動（健康日本21（第二次））」において、「食品中の食塩や脂肪の低減に取り組む食品企業及び

飲食店の登録数の増加」を目標項目の一つに挙げており、社会環境の整備の重要性が強調されている[6]。 

国家レベルで人々の平均食塩摂取量を減少させるには、次の3つの対策が総合的に実施される必要がある。 

①国民（消費者）の啓発 

②わかりやすい栄養成分表示 

③加工食品中の食塩含有量の低減 

三つ目の加工食品中の食塩含有量の低減では、5年間で25％などと目標を定めて食品中の食塩量の低減を企業

に求めるものであるが、これは国民の理解を得て、食品企業が一斉に取り組まなければ効果を上げることができ

ず、減塩に関する国民の啓発、わかりやすい栄養成分表示と組み合わせることで実現可能となる。 

本研究は、減塩に関する国民の意識と食品中の塩分、そして両者に関与する国民の塩分の味覚に着目し、食塩

摂取量の変化のシミュレーションを行うモデルを開発することを目的とした。 

１．２ 公衆衛生分野におけるこれまでのシミュレーションモデルの活用 

公衆衛生あるいは予防医学の分野において、海外では米国を中心にシステム・ダイナミックスの活用例がある

が[7]、日本では研究がほとんど行われていない[8]。 

米国CDC（Centers for Disease Control and Prevention）を中心とするグループでは、糖尿病予防や心臓病

予防のシミュレーションモデルを開発して、地域での予防プログラムの立案に役立てている[9, 10]。また、ニュ

ージーランドでは、大学と保健省が協力して、喫煙への介入プログラムの評価をシステム・ダイナミックスによ

り行っている[11, 12]。これらの応用例では、疫学研究の成果がモデルの開発、検証に活用されている。 

食塩の摂取過剰は高血圧や胃がんのリスクとなるため、現状の1日当たり10gからさらに摂取量を低下させる

必要がある[6]。食塩摂取と疾患の関連については疫学研究の成果があるものの、人々の味覚の変化とともに食品

の選択がどのように変化すれば全体の食塩摂取量が低下するかなどの研究は行われておらず、本研究はこのため

の基礎的な研究に位置づけられる。 

 

２．モデルの基本構造 

本モデルでは、一対のストックとその間のフローからなる三つの系を結合させた構造を基本としている（図2）。

それらを減塩の自覚系、塩分の味覚系、食品の塩分系と呼び、以下に説明する。 

２．１ 減塩の自覚系 

減塩の自覚系は、減塩の必要性を自覚していない者（非自覚者）と自覚している者（自覚者）の各ストックと、

減塩の必要性を自覚していない者が必要性を自覚するフロー（減塩の必要性の自覚）を中心に構成した。この系

には拡散モデル（diffusion model）を適用し、減塩の必要性の非自覚者と自覚者が接触することにより、フロー

が変化するようにした。本モデルは国家レベルの減塩に関するものであるが、人口は便宜上全体で10万人とし、

減塩の必要性の非自覚者の初期値を80,000人、自覚者の初期値を20,000人とした。 

２．２ 塩分の味覚系 

 塩分の味覚系は、塩分の味覚が濃い者（高塩分嗜好者）と味覚が薄い者（低塩分嗜好者）の各ストックと、塩

分の味覚が濃い者が薄味になるフロー（嗜好の低塩分化）を中心に構成した。人口は減塩の自覚系と同じ 10 万

人とし、塩分の味覚が濃い者の初期値を95,000人、塩分の味覚が薄い者の初期値を5,000人とした。 

 減塩の自覚系と塩分の味覚系を別々にしたのは、減塩の必要性の自覚と塩分の味覚の変化は通常同時に起こら

ず、塩分の味覚の変化が減塩の必要性の自覚に遅れて起こるためである。そのため、減塩の必要性の自覚者のス

トックから嗜好の低塩分化のフローへは、遅れを示す除数の2を投入した。この除数の2は減塩の必要性を自覚

した者の50％に塩分の味覚の変化が起きることを仮定しているが、適当な範囲内を変化させてシミュレーション

を行うことが可能である。また、減塩の自覚系から影響を受けるだけでなく、低塩分嗜好者のストックから減塩

の必要性の自覚のフローに連結し、減塩の自覚系に影響を及ぼすようにもモデル化した。 

２．３ 食品の塩分系 

 食品の塩分系は、塩分の濃い食品（高塩分食品）と薄い食品（低塩分食品）の各ストックと、高塩分食品の塩

分が薄くなるフロー（低塩分食品への変更）から構成した。食品数は簡単のため100食品とし、高塩分食品の初

期値を90食品、低塩分食品の初期値を10食品とした。 
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 低塩分嗜好者のストックから低塩分食品への変更のフローへは、食品の塩分系と同様に遅れを示す除数の2を

投入して連結するとともに、低塩分食品のストックから嗜好の低塩分化のフローに連結し、塩分の味覚系と食品

の塩分系が相互に影響を及ぼすモデルとした。 

２．４ 食塩摂取量の推定系 

国民の平均食塩摂取量を推定するため、高塩分食品と低塩分食品の平均塩分量および高塩分嗜好者と低塩分嗜

好者の食品選択を外生変数として与えた。食品の塩分量は、同じ塩分量の食品を1日間食べた場合に摂取する食

塩量と同じとして、高塩分食品の平均塩分量を 15g、低塩分食品の平均塩分量を 5g とした。高塩分嗜好者の食

品選択は高塩分食品の選択について、低塩分嗜好者の食品選択は低塩分食品の選択について、後述する4つのシ

ナリオにもとづき、それぞれ表関数により与えた。 

食品全体の平均塩分量は、高塩分食品の食品数と高塩分食品の平均塩分量の積および低塩分食品の食品数と低

塩分食品の平均塩分量の積の和を総食品数で除することにより求めた。高塩分嗜好者の平均食塩摂取量は、総食

品数に占める高塩分食品の割合について表関数により与えられる高塩分嗜好者の食品選択をもとに高塩分食品と

低塩分食品の摂取割合を決定し、それぞれの平均塩分量との積を総食品数で除することにより求めた。低塩分嗜

好者の平均食塩摂取量も同様に、総食品数に占める低塩分食品の割合について表関数により与えられる低塩分嗜

好者の食品選択をもとに低塩分食品と高塩分食品の摂取割合を決定し、それぞれの平均塩分量との積を総食品数

で除することにより求めた。全体の平均食塩摂取量は、高塩分嗜好者の人数と高塩分嗜好者の平均食塩摂取量の

積および低塩分嗜好者の人数と低塩分嗜好者の平均食塩摂取量の積の和を総人口で除することにより求めた。 

図2 国家レベルの減塩に関するシミュレーションモデル 
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３．基本構造のシミュレーション結果 

 基本構造のシミュレーション結果を以下に述べる。なお、食塩摂取量の推定系については、後述のシナリオに

よらない食品の平均塩分量の変化についてのみ述べる。 

３．１ 減塩の自覚系 

 減塩の必要性の非自覚者と自覚者のストック（単位：人）については、80,000 人と 20,000 人を初期値とした

が、約 10年後に自覚者の人数が非自覚者の人数を上回る結果が得られた（図3）。減塩の必要性の自覚のフロー

（単位：人/年）については、約12年後にピークとなった。 

３．２ 塩分の味覚系 

 高塩分嗜好者と低塩分嗜好者のストック（単位：人）については、95,000人と5,000人を初期値としたが、11

～12 年後に低塩分嗜好者の人数が高塩分嗜好者の人数を上回る結果が得られた（図 4）。嗜好の低塩分化のフロ

ー（単位：人/年）については、約12年後にピークとなった。 

３．３ 食品の塩分系 

 高塩分食品と低塩分食品のストック（単位：食品）については、90 食品と 10 食品を初期値としたが、9 年後

に低塩分食品の数が高塩分食品の数を上回る結果が得られた（図5）。これは、減塩の自覚系と塩分の味覚系でス

トック間の数の大小関係が逆転した、それぞれ約10年後、11～12年後より、それぞれ1年、2～3年早かった。

また、低塩分食品への変更については、10～11年目にピークとなった。10年後での高塩分嗜好者の人数が62,700

人で、初期値の 95,000 人の約 3 分の 1 が低塩分嗜好者に移動した時期であることを考えると、塩分の嗜好の変

化が最大となる前に、食品の低塩分化を強力に進めておく必要を示唆している。 

３．４ 食品の平均塩分量の変化 

 高塩分食品と低塩分食品の平均塩分量は、それぞれ 15g と 5g で一定とした。食品全体の平均塩分量は、食品

の塩分系における食品数の変化にともない、図6のように変化した。そのため、高塩分食品と低塩分食品の平均

塩分量の中間値としての10gには、9年後に達した。 

図3 減塩の自覚系における人数の変化           図4 塩分の味覚系における人数の変化 

図5 食品の塩分系における食品数の変化          図6 食品の平均塩分量の変化 
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４．シナリオにもとづく平均食塩摂取量のシミュレーション結果 

 高塩分嗜好者の食品選択と低塩分嗜好者の食品選択を、選好なし、高塩分嗜好者の選好、低塩分嗜好者の選好、

高塩分・低塩分嗜好者の選好の4つのシナリオで変化させることにより、高塩分嗜好者と低塩分嗜好者、そして

全体の平均食塩摂取量のシミュレーションを行った。 

４．１ 選好なし 

 高塩分嗜好者も低塩分嗜好者も、特に選好なく、高塩分食品と低塩分食品の割合どおりに食品を利用するとい

うシナリオである（図7）。高塩分嗜好者と低塩分嗜好者の平均食塩摂取量が一致するため、全体の平均食塩摂取

量も同一であり、さらに図6の食品全体の平均塩分量とも同一のシミュレーション結果である（図8）。 

図7 選好なしでの食品選択の表関数                   図8 選好なしでの食塩摂取量の変化 

４．２ 高塩分嗜好者の選好 

 全食品に占める高塩分食品の割合が50％以上の場合、高塩分嗜好者は高塩分食品のみを利用し、50％未満の場

合はその2倍の割合で高塩分食品を利用するというシナリオである（図9）。低塩分嗜好者については、選好なし

と同様とする。 

平均食塩摂取量は、高塩分嗜好者については高塩分食品の割合が50％未満となる9年後から低下し、低塩分嗜

好者については選好なしと同様に変化するが、高塩分嗜好者の人数は9年後まで大きくは減少しないため、全体

でも高塩分嗜好者に近いシミュレーション結果となった（図10）。 

図9 高塩分嗜好者の選好での食品選択の表関数              図10 高塩分嗜好者の選好での食塩摂取量の変化 

４．３ 低塩分嗜好者の選好 

 全食品に占める低塩分食品の割合が 50％未満の場合、低塩分嗜好者はその2倍の割合で低塩分食品を利用し、

50％以上の場合は低塩分食品のみを利用するというシナリオである（図 11）。高塩分嗜好者については、選好な

しと同様とする。 

平均食塩摂取量は、低塩分嗜好者については9年後まで急速に低下し、高塩分嗜好者については選好なしと同

様に変化するが、高塩分嗜好者の人数は9年後まで大きくは減少しないため、全体でも選好なしに近いシミュレ

ーション結果となった（図12）。 
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図11 低塩分嗜好者の選好での食品選択の表関数             図12 低塩分嗜好者の選好での食塩摂取量の変化 

４．４ 高塩分・低塩分嗜好者の選好 

 高塩分嗜好者の選好と低塩分嗜好者の選好の2つを合わせたシナリオである（図 13）。平均食塩摂取量は、低

塩分嗜好者については9年後まで急速に低下するため、全体でもやや高塩分嗜好者の平均食塩摂取量から離れて

推移するが、9年後からは低塩分嗜好者の平均食塩摂取量が5gで一定となるため、高塩分嗜好者と全体の平均食

塩摂取量は、ほぼ並行となるシミュレーション結果が得られた（図14）。 

図13 高塩分・低塩分嗜好者の選好での食品選択の表関数         図14 高塩分・低塩分嗜好者の選好での食塩摂取量 

の変化 

４．５ ４つのシナリオによるシミュレーション結果の比較 

 選好なし、高塩分嗜好者の選好、低塩分嗜好者の選好、高塩分・低塩分嗜好者の選好の4つのシナリオにもと

づく全体の食塩摂取量のシミュレーション結果を図15に示す。 

  低塩分食品について、選好なしでは高塩分食品と区別することなく利用し、低塩分嗜好者の選好では積極的に

利用するシナリオであるが、約5年後までは低塩

分嗜好者の人数が大きくは増加しないため、全体

の平均食塩摂取量も食品の平均塩分量と同等ある

いはそれよりやや低い程度である。一方、高塩分

嗜好者の選好および高塩分・低塩分嗜好者の選好

のシナリオでは、高塩分嗜好者は約9年後まで高

塩分食品のみを利用し続けるため、全体の平均食

塩摂取量は高塩分食品と同等の食塩摂取量のまま

大きく低下しない。 

この結果、国民の平均食塩摂取量を早期に低下

させるには、高塩分嗜好者に高塩分食品の利用を

継続させるのではなく、早期に低塩分食品を選択

するよう誘導することが重要であることが明らか

となった。 

 

図15 ４つのシナリオでの食塩摂取量の変化 
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５．結論 

減塩の自覚系、塩分の味覚系、食品の塩分系という、それぞれ一対のストックとその間のフローからなる三つ

の系を結合させた構造を基本として、国家レベルの減塩のシミュレーションモデルを開発した。減塩の自覚系に

は拡散モデルを適用し、塩分の味覚の変化が減塩の必要性の自覚に遅れて起こることを前提として、三つの系を

相互に関連させることにより、近年の食塩摂取量の低下傾向を反映させるようモデルを構築した。選好なし、高

塩分嗜好者の選好、低塩分嗜好者の選好、高塩分・低塩分嗜好者の選好の4つのシナリオにもとづき、全体の食

塩摂取量のシミュレーションを行ったところ、高塩分嗜好者に早期に低塩分食品を選択するよう誘導することが

国民の平均食塩摂取量を早期に低下させるには重要であることが明らかとなった。 

 

６．今後の発展の可能性 

本研究は、国民の減塩の自覚と塩分の味覚および食品の塩分の変化により、全体の平均食塩摂取量がどのよう

に変化するかに注目して、国家レベルの減塩のシミュレーションモデルを開発する基礎的な研究として行った。

今後、本モデルをもとに、主に次の3点において発展させることが可能である。 

 第一に、本研究は減塩の自覚系、塩分の味覚系、食品の塩分系の相互の関連をみる基礎的な研究として、特に

実データとの校正（calibration）を行わなかったが、近年みられる食塩摂取量の低下傾向を概ね反映させること

ができた。今後、特定の地域、年齢層についてシミュレーションを行う場合には、現状値を高塩分食品の平均塩

分量に、目標値を低塩分食品の平均塩分量に設定すれば、シミュレーションモデルとしての利用可能性が高まる

と考えられる。 

 第二に、本モデルでは高塩分嗜好者と低塩分嗜好者に食品の選択は可能としたが、高塩分食品と低塩分食品の

平均塩分量は一定とした。これは、加工食品や外食、中食を利用する場合のように、摂取する塩分量があらかじ

め決まっている場合を想定しているが、調理や食卓で調味料を使用することを考慮できていない。日本では英国

ほど加工食品の占める割合が高くないため、調味料の使用を平均食塩摂取量の推定に反映できるようモデルを修

正することも必要である。ただ、塩分の味覚に応じて、食品を選択したり、調味料を使用したりしている可能性

を考えると、現状のモデルでも大きな違いは生じないとも考えられる。 

 第三に、本研究では年齢層を区分せずに 20 年間のシミュレーション結果を示しているが、年齢層によって食

塩摂取量は異なることから[1]、年齢層別に減塩の自覚系や塩分の味覚系を構築し、加齢（ageing）も取り込んだ

モデルに発展させることも可能である。さらに、本研究では減塩の自覚系に拡散モデルを適用して減塩の必要性

の自覚、嗜好の低塩分化という一方向のフローをもとにモデルを構築したが、加齢とともに嗜好が高塩分に逆戻

りするようなフローを加える必要もあると考えられる。それをもとに、年齢別に減塩のアプローチを展開した際

に、生活習慣病による罹患や死亡がどのように変化するかをモデル化することも可能である。 
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